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しまいました。資金調達のためにも、高齢の河津さ

んに代わって私が代表取締役になりました。

そのころからようやく、固体レーザーを量産して

産業界に販売することができるようになりました。

それが評価され、2004年度の「創業・ベンチャー

国民フォーラム会長賞」を頂きました。大学や研究

機関発のベンチャーは日本全体で1500社も生まれ

ています。しかし、産業用のものをつくる会社で、

本当に成功しているところはありません。もう少し

で、私たちが最初の成功例になれるのではないか

と思います。

――メガオプトが成功したポイントは。

和田：レーザーは、さまざまな分野の一流の技術

者を集めないと製品ができない上に、市場は数十

億円と小さいため、大企業は手を出しづらいので

す。でも一番大きかったのは、企業でレーザー製

造の経験がある技術者が来てくれるなど、人材に

恵まれたこと。私たちの研究室を出た人も参加し

てくれました。理研は研究成果だけでなく、人材も

輩出しているということを、あらためて感じました。

ベンチャーの成功に、人的ネットワークはとても重

要です。

ベンチャーを成功させるには
――起業を考えている研究者へアドバイスを。

和田：ベンチャーを立ち上げようとしたら、まず自分

の技術が突出していて市場で勝てるものかどうか、

また、市場の規模、費用対効果を見極めなければ

いけません。“そんなこと分からないよ”というのなら、

起業はやめるべきです。もちろん、研究者だけでは

対応できないこともあるでしょう。そういう場合は、企

業や情報を持っている人と組むのが確実です。

――理研には、「産業界との融合的連携研究プログ

ラム」など企業と連携して実用化を目指す制度が

いくつかあります。それらと、理研ベンチャーの違

いは。

和田：企業と組むことで、ベンチャーよりも実用化

できる確率は高くなるでしょう。一方、ベンチャー

は苦労も多いですが、研究者自ら、成果を社会に

問い掛け、成功すれば社会に貢献できる。その達

成感は、ほかの制度では得られないほど大きなも

のです。

――メガオプトの今後の課題は。

和田：量産化を実現するために、品質管理とコス

ト管理を含めた製造体制を整備することです。そ

して、早期上場を目指しています。

2006年12月に、私は代表取締役会長となりまし

た。メガオプトでは、もう技術者ではなく経営者で

す。自分がまさか企業経営を語るとは思ってもいま

せんでしたから、不思議な気もしますね。

私たちの会社は、失敗した経験と、成功した経

験の両方を持っています。理研には素晴らしい技

術も多く、起業を考えている研究者も多いと思いま

す。私たちの例をぜひ、参考にしてください。私た

ちから成功のループが回り始め、理研から新しい

企業が次 と々生まれることを期待しています。

（取材・構成：鈴木志乃）

図1 「すばる」望遠
鏡から照射されるレ
ーザーガイドスター
用589mmレーザー
メガオプトの主要な
開発品の一例。レー
ザーを照射して高度
約100kmの高層大
気を光らせることで
人工の星をつくり、
それを目安に大気の
揺らぎを補正する。
その結果、高精度な
観測が可能になっ
た。

図2 高出力パルス
レーザー“シリーズ
300”
メガオプトの主要製
品の一例。コンパク
トでパワフル、短パ
ルス、高ビーム品質、
空冷を実現し、レー
ザー装置の常識を覆
した製品。

（写真提供：国立天文台）
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理研ベンチャー一覧（2008年1月現在）

1.理研ベンチャー認定日　2.代表取締役　3.主な事業内容　4. URL

工学系（6社） 化学系（1社）

情報系（5社）

バイオ系（10社）

物理系（1社）

The NEXSYS Corporation

新世代加工システム（株）
1.平成10年6月　
2.大森宮次郎　
3.精密鏡面加工・研磨技術　
4. http://www.nexsys.co.jp/

Fuence Co.,Ltd.

（株）フューエンス
1.平成14年11月　
2.井上浩三　
3.タンパク質など生体高分子機能
構造体形成技術　

4. http://www.fuence.co.jp

1.平成17年2月　
2.藤原正明　
3.試験管内抗体作製システム　
4. http://www.chiome.jp

Technoflora corporation

（有）テクノフローラ
1.平成14年2月　
2.鈴木邦夫　
3.抗肥満・抗脂血症薬、抗糖尿病薬・健康食品

Cell-Medicine, Inc.

セルメディシン（株）
1.平成13年7月　
2.大野忠夫　
3.自家腫瘍ワクチン　
4. http://www.cell-medicine.com/

K.K. Dnaform

（株）ダナフォーム
1.平成10年9月　
2.宇治田日侶史　
3.完全長cDNA作製技術　
4. http://www.dnaform.jp

1.平成15年4月　
2.高根健一　
3.植物におけるSNPを利用
した遺伝子マッピング技術

4. http://www.inplanta.jp

1.平成10年5月　
2.市川道教　
3.神経活動実時間イメージン
グ技術　

4. http://www.brainvision.co.jp

1.平成11年4月　
2.安藤知明　
3.成形加工用非線形解析ソフトウェア　
4. http://www.astom.co.jp

Peta Camputing Institute, Ltd.

（有）高速計算機研究所
1.平成12年6月　
2.大野長彦　
3.分子動力学シミュレーション専用計算機　
4. http://www.peta.co.jp

1.平成19年9月　
2.國武吉邦　
3.燃料電池および薄膜応用
製品の開発、製造販売

Wyckoff Co.,Ltd.

ワイコフ科学（株）
1.平成15年6月　
2.武内一夫　
3.ナノ粒子分級計測技術（DMA）
4. http://www.wyckoff.co.jp

1.平成17年2月　
2.氏家 弘　
3.外科治療用医療材料

Megaopto Co.,Ltd.

（株）メガオプト
1.平成10年3月　
2.内田保雄　
3.高性能固体レーザー　
4. http://www.megaopto.co.jp

Medical Ion Technology Corporation

（株）メディカルイオンテクノロジー

NanoMembrane Technologies, Inc.

（株）ナノメンブレン

ASTOM R&D

（株）先端力学シミュレーション研究所

1.平成18年1月　
2.伊藤昌夫　
3. VCADソフトウェアの配布、サポ
ート、開発、販売等　

4. http://www.vcad.co.jp

VCAD Solutions Co.,LTD.

（有）VCADソリューションズ

1.平成19年1月　
2.鈴木正敏　
3.ものづくり仮想試作技術支援サー
ビス　

4. http://www.trialpark.co.jp

Trial Park Co.,Ltd.

（株）トライアルパーク

1.平成18年1月　
2.小野謙二　
3.科学技術計算とプリポストソフトウェアの開発

Institute of Science and Information Visualization

（有）アイサイヴ

Inplanta Innovations Inc.

（株）インプランタイノベーションズ

Chiome Bioscience Inc.

（株）カイオム・バイオサイエンス

1.平成19年10月　
2.塚原祐輔　
3.遺伝子解析事業

RIKEN GENESIS CO.,LTD.

（株）理研ジェネシス

1.平成17年10月　
2.田島右副　
3.フラーレン誘導体の開発、
製造、販売　

4. http://www.flox.jp

FLOX Corporation

FLOX（株）

1.平成17年9月　
2.広田克也　
3.中性子光学素子、測定器のコンサ
ルティング・製作請負　

4. http://www.j-nop.com

Japan Neutron Optics Inc.

（株）日本中性子光学

1.平成19年3月　
2.森田晴彦　
3.免疫・アレルギー疾患の
根本的治療薬の開発　

4. http://www.regimmune.com/

REGiMMUNE Corporation

（株）レグイミューン

1.平成19年4月　
2.増田健一
3.動物のアレルギー・免疫
検査事業　

4. http://www.aacl.co.jp/

1.平成19年3月　
2.平尾一郎　
3.人工塩基対テクノロジーを
用いた試薬・診断薬事業等

TagCyx Biotechnologies

タグシクス・バイオ（株）

Brain Vision Inc.

ブレインビジョン（株）

Animal Allergy Clinical Laboratories

動物アレルギー検査（株）
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研 究 成 果 を 社 会 へ

2007年9月、和光研究所 研究交流棟2階に「産業界との連携

ギャラリー」がオープンしました。理研は、財団法人として

発足した1917年から産業界と深いつながりを持ち続け、研究

成果をもとに事業化した企業集団「理研産業団（理研コンツ

ェルン）」は、日本の産業振興に大きく貢献しました。今日で

は新しい産官連携の挑戦者として、理研ベンチャーが活躍し

ています。このギャラリーでは、理研と産業界の歩み、理研

ベンチャー、そして研究成果の実用化例や理研の知財戦略の

取り組みについて紹介しています。来所の際にはぜひお立ち

寄りください。

産業界との連携ギャラリー

2008年2月19日、和光研究所に「和光理研インキュベーショ

ンプラザ」がオープンします。このプラザは（独）中小企業

基盤整備機構、埼玉県、和光市と理研の連携によって設立さ

れました。新製品・新技術の研究開発や新分野への進出を目

指す中小企業・ベンチャー企業などを支援する起業家育成

（ビジネスインキュベーション）施設です。常駐するインキュ

ベーションマネージャーが経営、技術などさまざまな課題の

克服を支援し、優れた企業創出に貢献します。

和光理研インキュベーションプラザ

産業界との融合的連携研究プログラム
（2004年～）

理研に蓄積した、または新たに生まれつつある研究資産

を活用して、企業のニーズに適合した研究課題に関して、

企業のイニシアチブを重視の上、共同研究を実施する制

度です。基礎・応用のいずれの段階においても、理研と

企業が共に研究開発を進めます。2008年1月現在、8チ

ーム。

産業界との連携センター制度
（2007年～）

企業からの提案をもとに、理研の各センター内に「連携

センター」を設置し、中・長期的な課題に取り組む制度

です。センター名には企業名を冠することができます。

理研と企業が共同で新しい研究領域を創出するとともに、

理研と企業双方の文化を吸収した人材の育成を図ります。

2008年1月現在、3センター。

理研は研究成果の技術移転の形として、

企業と理研の研究者同士が緊密に連携

し、互いに刺激し合える場、「バトンゾ

ーン」を提供する制度を設けました。

これは従来のリニアモデルの技術移転

ではなく、企業と理研が併走するパラ

レルモデルの仕組みです。

研究成果を産業界へつなぐ「バトンゾーン」

リニア
モデル

パラレル
モデル

産業界（企業）

大きな溝

基礎研究分野界（研究者）

産業界（企業）基礎研究分野界（研究者） バトンゾーン

交流

リニアモデルとパラレルモデル

「 バ ト ン ゾ ー ン 」 を 実 践 す る プ ロ グ ラ ム
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1）特許セミナーの開催
2）発明補償金制度 
3）発明発掘の強化
　 パテントリエゾンスタッフの配置、発明相談
4）研究成果物および知的財産権の機関帰属
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1）理研特許情報の検索システム「R-BIGIN」※

2）未公開特許情報の開示
3）特許フェア等への出展
4）知的財産権のライセンス活動
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6）自治体や総合商社等との連携
7）ベンチャーインキュベーション施設の運営支援
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実用化の促進 

1）幅広い産業界との共同研究
2）企業との共同研究の支援
　 →「産業界との連携制度」 
3）スピードを重視した企業からの課題提案によるパラレルモデル共同研究
　 →「産業界との融合的連携研究プログラム」
4）優れた研究者を招聘し企業等から受け入れる資金による特別研究
　 →「特別研究室プログラム」
5）企業の提案をもとに企業名を冠したセンターを設置
　 中長期的課題に取り組み新領域開拓、人材育成へ貢献
　 →「産業界との連携センター制度」

研究開発段階における産業界との連携、
多様なバトンゾーンの構築

さまざまな研究資金の活用により
研究にダイナミックな広がりと
新たな可能性をもたらします。

社
会
へ
の
貢
献

知的財産
権利化

研究開発

研究活性化

知的財産戦略センターは、研究成果を早く、広く社会に普及させるための研究プログラムを運営し、

研究者と産業界との連携を緊密にしてより実効的な技術移転を行っています。

○産業界との融合的連携研究プログラム

○産業界との連携センター制度

○産学連携セミナー・イベントに関するお問い合わせ

○理研ベンチャー制度に関するお問い合わせ

○メールマガジン、技術移転懇話会に関するお問い合わせ

○その他

【知的財産戦略センター 知的財産戦略グループ 企画戦略チーム】

TEL: 048-462-5475 FAX: 048-462-4718
E-Mail：c ips-k ikaku@r iken. jp

○受託試験

理研の保有する測定技術を活用できる計測や試験などについて所外からの委

託に応じます。

○未公開パテント情報、ライセンス契約等

○共同研究、受託研究等

【知的財産戦略センター 知的財産戦略グループ 知財創出･活用チーム】

TEL: 048-467-9729 FAX: 048-467-9962
E-Mail：j i tsuyou@r iken. jp  

知的財産戦略センター

詳細は知的財産戦略センターのホームページをご覧ください。 http: //r-bigin.riken.jp/bigin/

各種問い合わせ




